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最近の状況と今後の見通し
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モスクワでの閣僚級会合で
サイトの国際合意

ITER移行措置（ITA）

国内
手続

暫定ITER機構

ITER建設

政府間協議

幅広いアプローチ

協定案仮署名



ITER計画の実施における極内機関の役割

ITER機構
(ITER国際核融合エネルギー機構：実施主体の国際法人)

文部科学省
（計画の国内統括）

文部科学省
（計画の国内統括）

企業企業 産業界、大学、国内研究機関／関係機関産業界、大学、国内研究機関／関係機関

極内機関業務
(原子力機構を予定)

物納機器の
調達業務

納入
人的
貢献

納入

仕様

発注

回答
意見具申

依頼

利用研究の検討
成果の相互還流

原子力機構
（JAEA)

JAEA 設置法等
中期目標/計画

核融合ｴﾈﾙｷﾞｰﾌｫｰﾗﾑ
運営会議

ITER･BA技術推進委員会
オールジャパンの議論
○ 研究活動の意見集約
○ 国内連携協力の調整
○ 関連情報の提供
○ 意見具申のための協議
○ 技術的諸課題への対応

核融合ｴﾈﾙｷﾞｰﾌｫｰﾗﾑ
運営会議

ITER･BA技術推進委員会
オールジャパンの議論
○ 研究活動の意見集約
○ 国内連携協力の調整
○ 関連情報の提供
○ 意見具申のための協議
○ 技術的諸課題への対応

機構職員と客員
研究者の窓口業務

（仮称）
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（仮称）



パリ

カダラッシュ

フランス

・ITER仮設事務所が7月初めに完成

・約120名のスタッフの収容が可能

・国際チーム員約75名中、約50名

が現在移動済み

・1月初旬までには、ガルヒンクと

那珂サイトから移動完了の予定

CEAカダラッシュ研究所内の ITER仮設事務所

・日本は、12月現在で12名を派遣

・年度末までに17名程度派遣予定
（内、短期派遣者2名）

カダラッシュサイトの準備と日本からの派遣状況

カダラッシュサイトへの派遣者数の推移
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暫定ITER機構発足
を記念して撮影した
グループ写真（12/1）

国際チーム員と現地
支援スタッフを含む - 4 -



暫定ITER機構の主要メンバー

暫定ITER理事会

中国、EU、インド、日本、韓国、ロシア、米国

運営諮問委員会 科学技術諮問委員会

機構長
(DG)

安全

技術諮問ｸﾞﾙｰﾌﾟ

主席副機構長
（PDDG) 計画室

管理 核融合科学技術 トカマク エンジニアリング
運転制御,加熱
電流駆動,計測 土木

ﾌｨｰﾙﾄﾞﾁｰﾑ
統括

中国FT

EU FT

ｲﾝﾄﾞFT

日本FT

韓国FT

ﾛｼｱFT

企業

DA

DA: 極内機関

FT：ﾌｨｰﾙﾄﾞﾁｰﾑ

米国FT

DA

DA

DA

DA

DA

DA

企業

企業

企業

企業

企業

企業

Head of the 
Cabinet

池田 要氏（日）

ホルトカンプ氏（欧）

アルハンドレ氏（欧）

ワン氏（中）
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チアノフ氏（露） ジョンソン氏（米） キム氏（韓） ボラ氏（印）



ITER機構立ち上げに伴う人員体制

Staff Ramp Up IO Team
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研究者・技術者

支援要員

合計暫定ITER機構
発足後

職員公募

人員推移の見通し

（カレンダー年）

現在、約75人

150人規模へ

（人）
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暫定ITER機構の組織詳細と想定ポスト

Safety/Security Office of the DG Technical Advisory
 Committee

Safety Control Section ITER Council secretariat

QA Legal support

Security

Design Integration and
Configulation Control

Project Management CN  FT

Technical Coordi. EU  FT

System Analysis IN FT

JA  FT

KO FT

RF  FT

US  FT

Administration CODAC, heating, CD,
Diagnostics

Civil Construction
 & Site Support Office

CODAC Building System

Heating & CD systems Site Layout

Human Resources Test blanket programme Diagnostics Nuclear Building

Public Relations Steel Frame Building

Documentation

Electrical Power Supply

Internal Components

Assembly, Maintenance

Machine Assembly
&Tooling

Finance, Contracts
and Support Div.

Fusion Science &
Technology

Science

Central Engineering
 & Plant Support

Plant EngineeringMagnet

Tokamak

VesselTechnology Fuel Cycle  Eng.

Project Office

Enviornment, Safety,
Health

Management
Advisory Committee

Science Technology
Advisory Committee

DG, PDDG

ITER Coucil

PDDG

Coordination of tech.
deve. pro.

Hot Cell & waste processing

現在 2010年頃

ITER機構 約80人 200人

日本貢献 17人 30-40人

ITER機構組織図
ITER国際チームより (H18.10.30)

① ITER装置の組上げのノウハウと国際組織
のプロジェクト管理手法の習得（約１０人）

② 将来のITER装置を用いた実験運転
シナリオへの布石（約１０人）

③ ホスト極を手放したことの補償として、
製作と統合技術の習得（約１０人）

④ 機器担当（超伝導コイル、加熱装置
他）は製作に重点。当面はリエゾン。
順次、担当者を送り込む（約１０人）



日本が分担する調達機器

ダイバータ
核融合で発生するヘリウムや
不純物粒子を排出する装置

トロイダル磁場コイル

高温のプラズマを閉じ込めるための
磁場を発生する超伝導コイル

ブランケット遠隔保守機器
ブランットの保守・交換作業
を行う遠隔操作機器

高周波加熱装置
電子レンジの原理で電磁波で
プラズマを加熱する装置

計測装置
プラズマ中のイオンと電子の密度・
温度、不純物、中性子等の分布を
測定する機器

中心ソレノイドコイル（EU割譲分）

中性粒子入射加熱装置（EU割譲分）
高エネルギーの中性粒子を
プラズマに入射して加熱する装置
（高電圧機器の一部は日本分担分
として調達）

プラズマの立ち上げ、燃焼、立ち下げの制御に必要な
磁場を発生する超伝導コイル

トリチウムプラント設備（EU割譲分）
燃料であるトリチウムの分離回収、精製、処理
及びプラズマへの再注入を行うための設備

マ ニ ピ ュ レ ータ ビ ーク ル

レ ール

ブ ラ ン ケ ッ ト  

モ ジ ュ ール

真空容器

参加極の物納調達分担比率

欧：日：露：米：中：韓：印
〜 ４ ：２ ：１ ：１ ：１ ：１ ：１

ブランケット
（EU割譲分）
核融合で発生する
中性子を遮蔽し、
熱を取り出す機器
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現在の想定にもとづく今後の調達スケジュール

西暦

H23

超伝導コイル

ブランケット第一壁

ダイバータ

遠隔保守機器

トリチウムプラント

電子サイクトロン加熱装置

中性粒子入射加熱装置

計測

H20 H21 H22

2006 2008 2009 2010 2011

年度

2007

H１８ H１９

実施協定署名
本体着工

ＩＴＥＲ移行

措置活動 建設活動

国際スケジュール
事業体設立

規制上の手続き

原子力機構
極内機関(予定)

物納機器の調達

掘削

トカマク建屋建設

超伝導コイル製作

サンプル試験

詳細仕様の確定

製作性の確認

サンプル製作と試験、詳細仕様の確定

サンプル製作と試験、詳細仕様の確定

製作

製作

製作

製作

イオン源タイプの選択

製作

製作 （第１号機の高電圧機器）

製作

詳細仕様の確定

詳細仕様の確定

詳細仕様の確定

詳細仕様の確定

H25年度より製作

真空容器製作

- 9 -



- 10 -

まとめ

◆ 暫定ITER機構の組織体制整備に向けた貢献

○ 約20%の人的貢献にむけた窓口業務

◆ 日本分担の調達機器などについての準備検討

○ 調達に必要な技術仕様検討の最終化に協力

○ 暫定ITER機構から求められるR&D,物品調達に
関する極内発注業務

ITER極内機関（予定）として、ITER機構の組織立ち上げに対応しつつ、以下の建設準備を実施




